
 

      
 
NEWS RELEASE                        
 

  1  

 

2026 年 3 月 11 日 

 

各    位 

                    ＜不動産投資信託証券発行者名＞      

ジ ャ パ ン リ ア ル エ ス テ イ ト 投 資 法 人  

                                          代表者名 執行役員      加藤 譲 

     （コード番号 ８９５２） 

 

 ＜資産運用会社名＞            

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾘｱﾙｴｽﾃｲﾄｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株 式 会 社 

   代表者名 代 表 取 締 役 社 長 井上 和幸 

     問合せ先 常務執行役員企画部長 藤野 正昭 

     TEL.03-3211-7951 

  

 

国内不動産信託受益権の取得に関するお知らせ 
 

当投資法人が資産の運用を委託する資産運用会社であるジャパンリアルエステイトアセットマネジ

メント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本日、下記のとおり国内不動産信託受益権

の取得を決定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．取得の概要 

取 得 資 産 の 名 称 新宿イーストサイドスクエア（追加取得）（持分割合：9%） 

取 得 価 格（予定） 20,353 百万円 

取 得 先 三菱地所株式会社 

媒 介 の 有 無 無 

取 得 決 定 日  2026 年 3 月 11 日 

契 約 締 結 日 （予定） 2026 年 3 月 13 日 

取 得 日（予定） 2026 年 3 月 13 日 

代 金 支 払 日 （予定） 2026 年 3 月 13 日 

 （注）「取得資産の名称」欄に記載の持分割合は、物件全体における当投資法人の持分割合を記載しています。

当投資法人は、既に同物件（持分割合：39.0％）を保有しており、本追加取得により同物件の持分割合は

48.0%となる予定です。 

 

2． 取得の理由 

 当投資法人の規約に定める資産運用の対象及び方針に基づき取得を行うものです。本追加取得

により、資産価値と建物運営管理効率の一層の向上が期待できます。本物件は都心の好立地に所

在し、高い基本スペックと機能性を備えており、ポートフォリオの中長期的な競争力向上と資産

規模の拡大につながると判断し、取得を決定しました。 

 

検討に際して、次の点を特に評価しました。 

（１）立地 

本物件は、ビジネスや商業をはじめとして、多様な機能が集積した世界有数の都市である新宿
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エリアに位置し、デザイン性の高い外観でランドマーク性にも優れています。地下鉄「東新宿駅」

に直結する他、JR・私鉄・地下鉄各線が乗り入れる「新宿駅」へも徒歩圏内であり、交通利便性

に優れています。 

 

（２）建物・設備 

2012 年竣工の本物件は、１フロア当たり都内最大級の約 1,800 坪のフロアプレート、天井高

2,850mm、OA フロア 130mm 等、高い基本スペックを誇る大型オフィスビルであり、飲食店

舗やフィットネスジム等、オフィスワーカーにとって利便性の高い施設も入居しています。また、

300 台以上の駐⾞場を備え、営業拠点としての利用も可能です。 

BCP 対策としては、制震構造や約 72 時間稼働可能な非常用発電機を備え、また、Low-E 複層

ガラスによる CO2 の排出量削減や雨水再利用施設の整備など、環境負荷低減に配慮した仕様も導

入され、高い防災性とエネルギー効率を実現しています。また、敷地面積に対して約 40％となる

緑化率を確保した回遊性の高いランドスケープは、オフィスワーカーや地域生活者に憩いの場を

提供し、地域コミュニティにも貢献する競争力の高い物件です。 

 

3．取得資産の内容 

取 得 資 産 の 名 称 新宿イーストサイドスクエア（追加取得）（持分割合：9%） 

特 定 資 産 の 種 類 国内不動産を信託財産とする信託の受益権 

所有形態 

 
土  地 所有権（共有持分 100 分の 9） 

建  物 所有権（共有持分 100 分の 9） 

信 託 受 託 者 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 

所 在 地 （ 住 居 表 示 ） 東京都新宿区新宿六丁目27番30号 

用 途 事務所、店舗 

面積 

 
土   地 25,320.28 ㎡（登記簿上の面積） 

建   物 167,245.46 ㎡（登記簿上の延床面積） 

構 造 鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地下 2 階付 20 階建 

基 準 階 面 積 5,914 ㎡ 

建 築 時 期 2012 年 3 月 

耐震性に関する事項 
地震ＰＭＬ:1.2％（東京海上ディーアール株式会社による地震リスク評

価報告書に基づく） 

担 保 の 状 況 なし 

鑑 定 評 価 額 

（ 価 格 時 点 ） 

20,400 百万円 

（2026 年 2 月 1 日時点） 

鑑 定 評 価 機 関 一般財団法人日本不動産研究所 

賃貸借の内容 

 

テ ナ ン ト 総 数 43 

賃 貸 事 業 収 入 年間 888 百万円 

敷 金 ・ 保 証 金 794 百万円 

総 賃 貸 面 積 9,409 ㎡ 

総賃貸可能面積 10,527 ㎡ 

入 居 率 の 推 移 

2024 年 3 月 31 日 100.0％ 

2024 年 9 月 30 日 100.0％ 

2025 年 3 月 31 日 100.0％ 

2025 年 9 月 30 日 85.9％ 

取得予定日 89.4％ 

その他特筆すべき事項 （1）本物件は新宿六丁目西北地区地区計画の区域内に存しており、建築物等を
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4．取得先の概要    

名 称 三菱地所株式会社 

所 在 地 東京都千代田区大手町一丁目 1 番 1 号 

代 表 者 代表執行役 執行役社長 中島 篤 

主 な 事 業 内 容 不動産業 

資 本 金 142,414 百万円（2025 年 12 月 31 日現在） 

設 立 年 月 日 1937 年 5 月 7 日 

純 資 産 （連結）：2,708,947 百万円（2025 年 12 月 31 日現在） 

総 資 産 （連結）：8,220,123 百万円（2025 年 12 月 31 日現在） 

大 株 主 及 び 株 主 比 率 

（2025 年 9 月 30 日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行(株)信託口：15.77％ 

(株)日本カストディ銀行信託口：6.17％ 

明治安田生命保険(相)：3.45％     

投資法人・資産運用会社と当該会社の関係 

 

 

資 本 関 係 

三菱地所株式会社（以下、本表において「当該会社」という。）は、本資産

運用会社の親会社（2026 年 3 月 11 日現在：出資比率 100％）である。

また、2025 年 9 月 30 日現在、当該会社は当投資法人の投資口を 85,600

口（発行済投資口の総口数の 1.20％）保有している。 

人 的 関 係 

2026年3月11日現在、本資産運用会社の役職員のうち15名が当該会社か

ら出向しており、当投資法人の執行役員は、当該会社の顧問を兼職して

いる。 

取 引 関 係 

当該会社は、当投資法人の保有資産の一部の前所有者及び前信託受益者で

ある。また、当投資法人の運用資産の賃借人である。その他、当投資法人

の保有資産に関連して付随的な契約を複数締結している。 

建築する際には当該地区計画の内容に従います。また、建築基準法（昭和 25

年法律第 201 号。その後の改正を含みます。）第 86 条に基づく一団地認定

を受けており、隣地（新宿区新宿六丁目 315 番 33）と合わせて容積率 600％

の認定を受けています。本物件の使用容積率は 608.09％、隣地の使用容積

率は 219.56％、一団地全体の容積率は 599.99％で、一団地の容積率をほぼ

全て消化している状況であり、本物件及び隣地所有者は、一団地全体の使用

容積率が容積率の最高限度を超えることとなるような建物の増築、修繕又は

改築を行うことができません。なお、隣地所有者とは、上記制限を約するた

め、土地所有者間協定が締結されており、売主より当該協定の地位を承継し

ています。 

（2）本物件の共有者間の協定書により、持分譲渡に関する優先交渉権に係る事

項が定められています。 

(注) 

・当投資法人は、本物件の共有持分を 2014 年 10 月 1 日付けで 14％、2017 年 1 月 25 日付けで

3.6％、2018 年 3 月 30 日付けで 13.4％、2020 年 3 月 27 日付けで 4.0％、2023 年 3 月 30 日

付けで 4.0％取得しており、本追加取得により、本物件の共有持分は 48.0％となる予定。 

・当該建物は、当投資法人による取得後、既に保有する持分部分と同様に三菱地所株式会社に一括賃

貸し、同社がテナントに転貸を行うパススルー型のマスターリースとなる予定。 

・面積、構造、建築時期については登記簿上の表示、用途については登記簿上の表示のうち、主要な

ものを記載。 

・賃貸借の内容は、売主から提供を受けたデータに基づき、取得する持分のみを対象として算出した

数値を記載。但し、テナント総数は本物件全体のテナント総数を記載。 

・賃貸事業収入は 2025 年 2 月から 2026 年 1 月までの実績額の合計を記載。 

・テナント総数、総賃貸面積、総賃貸可能面積及び取得予定日の入居率は、取得予定日における⾒込

み数値を記載。 

・NOI（Net Operating Income）：年間 729 百万円（当社想定数値） 

・減価償却費：年間 92 百万円（当社想定数値） 
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関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、本資産運用会社の関連当事者（財務諸表規則にて定義され

る。）に該当する。また、当該会社は、投資信託及び投資法人に関する法律

施行令（平成 12 年政令第 480 号。その後の改正を含む。）で定める本資

産運用会社の利害関係人等、及び本資産運用会社が社内規程で定める利害

関係者に該当する。 

 

5．物件取得者等の状況 

物件の名称 

（所在地） 

新宿イーストサイドスクエア 

（東京都新宿区新宿六丁目 27 番 30 号） 

 前所有者の状況 前々所有者の状況 
前々々所有者 

の状況 

 

会社名 三菱地所株式会社 新宿六丁目特定目的会社 なし 

特別な利害

関係にある

者との関係 

前記 

「取得先の概要」参照 

本資産運用会社の株主である三

菱地所株式会社（本資産運用会

社への出資比率 100.0%）が優

先出資をしていた。 

－ 

取得経緯・

理由等 
投資運用目的で取得 2012 年 3 月新築 － 

取得価格 

前所有者が 1 年を超えて

所有しているため記載を

省略 

－ － 

取得時期 2014 年 10 月取得 － － 

 

 

6．利害関係人等との取引 

本取引は、利害関係人等との取引に該当します。当該取引に際して、本資産運用会社は、「利害 

関係者取引規程」に基づき、コンプライアンス委員会における審議及び承認を得た上で、運用会議

での承認手続を経ています。 

 

7．決済方法等 

（1）取得資金 

     借入金及び手元資金 

(注)本取得にかかる借入金については、本日付で公表いたしました「資金の借入に関するお知らせ」をご参照ください。 

  （2）決済方法 

引渡し時に一括 
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8．今後の⾒通し 

本取得による当投資法人の 2026 年 3 月期（2025 年 10 月 1 日～2026 年 3 月 31 日）及び 2026

年 9 月期（2026 年 4 月 1 日～2026 年 9 月 30 日）の運用状況に対する影響は軽微であり、運用

状況の予想の修正はありません。 

 

（参考）当期運用状況の予想（2025 年 11 月 17 日公表分）及び前期実績 

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

１口当たり分配金 

(利益超過分配金 

は含まない) 

1 口当たり 

利益超過分配金 

 百万円  百万円  百万円  百万円 円 円 

2025 年 9 月期 

（実績） 
41,093 19,297 17,784 17,805 2,511 0 

2026 年 3 月期 

（予想） 
40,680 19,110 17,450 17,650 2,536 0 

2026 年 9 月期 

（予想） 
41,150 19,340 17,580 17,800 2,561 0 

 

9．鑑定評価書の概要 

 

項目 内容 概要等 

収益価格  20,400,000 

直接還元法による収益価格と DCF 法による収益価格は 

ともに同程度の規範性を有すると判断し、両価格を関連 

づけ、左記のように試算  

  直接還元法による価格 20,400,000  

    (1)運営収益 [①－②] 911,362  

      ① 可能総収益 961,791 
対象不動産の現行平均賃料及び新規賃料水準等を勘案し 

て査定  

      ② 空室等損失等 50,429 
類似不動産の稼働実績及び対象不動産の稼働実績や今後

の動向等を勘案し、中長期安定的な稼働率に基づき計上 

    (2)運営費用 237,386  

      維持管理費 
85,472（注） 

維持管理費は過年度実績額及び類似不動産の維持管理費

を参考に、PM フィーは現行契約を参考に類似不動産の報

酬料率等も考慮して計上       ＰＭフィー 

      水道光熱費 65,138 過年度実績額に基づき稼働率等を考慮のうえ計上  

      修繕費 10,021 
過年度実績額を参考にエンジニアリングレポートの年平

均費用を考慮して計上  

   テナント募集費用等 7,000 テナントの想定回転期間をもとに査定 

      公租公課 68,901 2025 年度の実績額に基づき計上 

      損害保険料 854 
過年度実績額に基づき、類似不動産の保険料等も考慮し 

て査定  

      その他費用 0 当該項目として計上すべき費用はない 

    (3)運営純利益 [(1)-(2)] 673,976  

    (4)一時金の運用益 8,401 運用利回りを 1％として査定 

物 件 名 称 新宿イーストサイドスクエア（追加取得）（持分割合：9%） 

鑑 定 評 価 額 20,400 百万円 

鑑 定 評 価 機 関 の 名 称 一般財団法人日本不動産研究所 

価 格 時 点 2026 年 2 月 1 日 
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    (5)資本的支出 29,436 
類似不動産の過年度実績額、築年数及びエンジニアリン

グレポートの修繕更新費の年平均額を勘案して査定  

    (6)純収益 [(3)+(4)-(5)] 652,941  

    (7)還元利回り 3.2% 

各地区の基準となる利回りに対象不動産の個別性に起因 

するスプレッドを加減し、類似不動産の取引利回り等も 

参考に査定 

  ＤＣＦ法による価格 20,400,000  

    割引率 2.9% 
類似不動産の投資利回りを参考に、対象不動産の個別性 

を勘案のうえ査定  

    最終還元利回り 3.3% 
類似不動産の取引利回り等を参考に、将来の投資環境、

市況⾒通し等を総合的に勘案して査定 

積算価格  20,500,000  

  土地比率 88.1%  

  建物比率 11.9%  

＊単位：千円（千円未満は切り捨てて表示） 

その他、鑑定評価機関が鑑定評価

に当たって留意した事項 
特になし 

(注)  PM 業務委託先より、PM フィーの金額を区分して開示することについて同意を得られておりません。 

また、本物件の PM フィーの金額を個別に開示した場合、PM 業務委託先が行っている他の取引に影響

を与え、当投資法人の投資対象不動産に係る維持管理方針に基づく効率的な PM 業務の委託に支障を来

たし、ひいては投資主の利益を棄損するおそれがあります。そのため、維持管理費と PM フィーを合算

して記載しております。 

 

以 上 
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≪参考資料≫ 

 

●新宿イーストサイドスクエア 案内図 

 
 

●新宿イーストサイドスクエア 外観写真 

 


